
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

ギンザケ稚魚飼育業務

契約担当職
調達室長
大谷　直人
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

R6.7.31

公益財団法人海洋生物環境研
究所
東京都新宿区山吹町347藤和江
戸川橋ビル７階

国立研究開発法人産業技術総合研究所契約事
務取扱要領第３０条の２に規定する、特例随意契
約に該当するため。

- 1,980,000 - 0 公財 国所管 1

防爆ドローンの落下テスト方法の妥当性調査

契約担当職
調達室長
大谷　直人
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

R6.9.30
公益社団法人産業安全技術協
会
埼玉県狭山市広瀬台2-16-26

国立研究開発法人産業技術総合研究所契約事
務取扱要領第３０条の２に規定する、特例随意契
約に該当するため。

- 1,645,600 - 0 公財 国所管 1

小電力機器使用に関する現状調査・ニーズ調査

契約担当職
調達室長
大谷　直人
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

R6.10.1

公益財団法人総合安全工学研
究所
東京都中央区日本橋茅場町3-
5-2

国立研究開発法人産業技術総合研究所契約事
務取扱要領第３０条の２に規定する、特例随意契
約に該当するため。

- 2,167,165 - 0 公財 国所管 1

SPring-8 成果占有課題 消耗品実質負担額

契約担当職
調達室長
大谷　直人
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

R6.10.18
公益財団法人高輝度光科学研
究センター
兵庫県佐用郡佐用町光都1-1-1

研究所が継続的に実施している研究及び実験に
おいて、当該研究及び実験で得ることができる
データの連続性の確保のために不可欠な代替性
のない特定の研究機器、材料、ソフトウェア又は
役務であって、その供給者が一に限定されること
から、会計規程第30条第4項に該当するため。

- 2,192,160 - 0 公財 国所管 1

「大型水槽を用いた擬似現場実験による生物試験
に係る研究」に関する委託事業

理事長　石村　和彦
（東京都千代田区霞が関1-3-1）

R6.4.1

公益財団法人海洋生物環境研
究所
東京都新宿区山吹町347藤和江
戸川橋ビル７階

本事業は、経済産業省資源エネルギー庁からの
委託事業「令和６年度国内石油天然ガス地質調
査・メタンハイドレート研究開発等事業（メタンハイ
ドレートの研究開発）」であり、再委託先の研究課
題及び研究機関が決定されているため。

- 49,500,000 - 0 公財 国所管 1

長大な活断層帯等で発生する地震の評価手法の
高度化に関する調査研究

サブテーマ１−２：歴史文書の収集分析に基づく地
震活動の検討に関する委託事業

理事長　石村　和彦
（東京都千代田区霞が関1-3-1）

R6.4.1

公益財団法人地震予知総合研
究振興会
東京都千代田区神田猿楽町1-
5-18

本事業は文部科学省からの委託事業「長大な活
断層帯等で発生する地震の評価手法の高度化に
関する調査研究」に関する委託事業であり、再委
託先の研究課題及び研究機関が決定されている
ため。

- 7,999,877 - 0 公財 国所管 1

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

公益法人の場合

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその所属する部局の名称

及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

随意契約によることとした業務方法書又は会計規定等
の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

様式３－４
産業技術総合研究所
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